
春日井市障害者施策推進協議会要綱 

 

 （設置） 

第１条 春日井市における障害者施策の円滑な推進を図るため、春日井市

障害者施策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について調整審議する。 

 ⑴ 障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項 

 ⑵ 障害者に関する施策の推進について必要な関係者相互の連絡調整を

要する事項 

 ⑶ 障害者計画及び障害福祉計画の策定に関する事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員15名以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 学識経験を有する者 

⑵ 障害者団体を代表する者 

⑶ 保健医療福祉関係者 

⑷ 公募による市民 

⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員のうちから市長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと
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きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

４ 協議会が必要と認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、

説明又は意見を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、健康福祉部福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項

は、会長が定める。 

 

  附 則 抄 

この要綱は、平成11年11月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

２ この要綱施行の際、改正前の春日井市障害者施策推進協議会要綱第３

条及び別表の規定に基づく委員である者は、この要綱の施行により委員

を辞職したものとみなす。 

 



春日井市障害者施策推進協議会委員名簿　

区　　　　分 氏　　　名 所　属　団　体　等

障害者団体代表者 溝口　栄一郎 春日井市身体障害者福祉協会

田中　ヒサ子 春日井市肢体不自由児・者父母の会

河野　まゆみ 春日井市手をつなぐ育成会

相馬　節子 春日井地域精神障害者家族会むつみ会

学識経験を有する者 木全　和巳 日本福祉大学

保健医療福祉関係者 稲垣　薫 春日井市社会福祉協議会

土田　まち子 春日井市ボランティア連絡協議会

廣野　誠 春日井市居宅介護支援事業所連絡会

大塚　康弘 愛知県心身障害者コロニー

牧野　法子 春日井保健所

青木　孝 春日井公共職業安定所

植田　一廣 春日台養護学校

公募による市民 大野　利重子 公募委員

小林　進 公募委員

道上　寿美 公募委員


